
船橋市障害福祉サービス事業者等における事故等発生時の報告の取扱い要領 

 

１．目的 

   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号。以下「障害者総合支援法」という。）及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基

づく、指定事業者等の基準等においては、事故が発生した場合には速やかに市町村及び家族

等に連絡を行うこととなっていることから、その取扱いについて定めることにより、障害福

祉サービス事業者等の事業運営の適正化を図ることを目的とする。 

 

２．報告対象事業者等 

   報告対象事業者は市内で下記事業所等を運営する事業者等とする。 

 （１）障害者総合支援法に基づく指定障害者支援施設、指定障害福祉サービス事業所（基準該

当事業所を含む）、指定一般相談支援事業所、指定特定相談支援事業所、地域活動支援セン

ター及び福祉ホーム 

（２）児童福祉法に基づく指定障害児通所支援事業所及び指定障害児相談支援事業所 

（３）船橋市地域生活支援事業所の登録に関する規則（平成１８年船橋市規則第１０８号）に

基づく登録を受けた障害者等移動支援事業所、障害者等日中一時支援事業所及び重度身体

障害者等入浴サービス事業所 

（４）その他の施設 

身体障害者福祉センター、心身障害者福祉作業所及び知的障害者生活ホーム 

 

３．報告が必要となる事案 

（１）サービスの提供による、利用者のけが又は死亡事故の発生 

①「サービスの提供による」とは、通所・送迎・通院等の間の事故も含む。 

②けがの程度については、外部の医療機関で受診を要したものを原則とする。 

③事業者側の過失の有無は問わず、利用者同士の過失事故又は自傷若しくは他害行為によ

るけがであっても報告の対象となる。 

④利用者が病気等により死亡した場合であっても、報告の対象となる。（長期間医療機関

に入院した結果病死した場合は除く。） 

（２）利用者の行方不明（捜索願を出したものに限る。） 

（３）食中毒、感染症及び結核の発生 

   ①食中毒、感染症（「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号）」に定めるもののうち、原則として１・２・３類とする）及び結核に

ついて、サービス提供に関連して発生したと認められる場合は報告すること。 

   ②①に関わらず、管轄する保健所に届出等をした場合は報告すること。 

（４）従業者の法令違反、不祥事等の発生 

     利用者の処遇に影響があるものについては、報告すること。（例として、利用者からの

預かり金の着服や横領、送迎時の交通事故（道路交通法）、利用者等の個人情報の紛失や

漏洩など） 

（５）利用者の法令違反の発生 

     サービス提供中に発生した、利用者の法令違反については、報告すること。 

（６）災害被害 

（７）施設の運営について、報道機関から取材を受けたもの 

（８）障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２３年法律第７



９号）第２条第２項に規定する障害者虐待に関する事案 

（９）警察又は保健所が緊急対応した事案 

（10）その他市が報告書の提出を指導した事案 

 

４．報告の手順等 

（１）第一報 

     事故等発生後、速やかに電話等で報告すること。（例として、午後に事故等が発生し、

処置等のために数時間を要し、終業時間が過ぎた場合には翌朝早期に、金曜日夕刻もし

くは土・日曜日、祝日に事故等が発生した場合には、月曜日、祝日の翌日等早期に報告

すること。） 

（２）報告書の提出 

   ①事故等発生後、原則として１週間以内に、各事業者は報告書を作成し、市に提出をする

こと。（郵送、ＦＡＸ、電子メール可） 

   ②事故等の処理が長期化する場合には、適宜途中経過の報告書を提出するとともに、当該

事故等の処理がすべて完了した時点で最終の報告書を提出すること。 

 （３）報告にあたっての留意点 

   ①複数の事業所等が対応した場合の報告は、代表の事業所等より行うこと。報告を行う代

表の事業所等は、事業所間で協議し決定して構わないが、入所施設等（障害者支援施設、

共同生活援助事業所等）と入所施設以外の事業所（通所事業所、訪問系事業所等）が対

応を行った場合には、原則として入所施設等を運営する事業者が報告すること。 

   ②災害被害が発生した場合に関しては、別途指定する手順により報告すること。 

 

５．報告の様式 

   別紙様式を使用すること。ただし、各事業者において作成された様式があるときは、必要

な項目の記載があれば、これ以外の様式による報告でも構わない。 

   なお、災害被害が発生した場合に関しては、別途指定する様式により報告すること。 

 

６．報告先 

指導監査課へ報告すること。ただし、市が設置する福祉ホーム並びに身体障害者福祉センタ

ー及び知的障害者生活ホームにおいて発生した事故等は障害福祉課へ報告すること。 

 

７．対応にあたっての留意点 

①事故等が発生した場合は、利用者の保護者及び援護の実施者、措置機関等にも併せて連絡

を行うこと。 

②行方不明者が発生した場合には、発覚後、直ちに保護者等に連絡するとともに、管轄の警察

署に相談のうえ、速やかに行方不明者届出等を行い、早期発見に努めること。なお、発見後

は、速やかに届出を行った管轄の警察署に報告を行うこと。 

③食中毒及び感染症等が発生した場合は、関連する法に基づき、嘱託医、協力医療機関と連携

を図り指示を受けるとともに、速やかに管轄する保健所に連絡をとり、指示に従うこと。 



附 則 

この要領は、平成１７年１１月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２５年６月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成２７年１０月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 



【別紙様式】 

報 告 書 
船 橋 市 長 あて 

  年  月  日 

１ 

事
業
所
の
概
要 

法人名称  

事業所番号  

名称  

住所  

管理者名等  

記入者職・氏名  電話番号  

２ 

利
用
者
の
概
要 

援護実施市町村  受給者番号  

氏名  生年月日 年  月  日生 

住所  

障害種別  等級  

保護者氏名  続柄  

３ 

事
故
等
の
概
要 

発生日時   年  月  日（ ）  時  分 頃 

事故等の種類 事故・行方不明・感染症等・法令違反・災害・その他（          ） 

内容（発生場所・発生時の状況・発生原因等） 

 

 

 

 

経緯（具体的に記入） 

 

 

 

 

４ 

事
故
等
の
対
応 

対応 

 

 

 

 

受診した医療機関等（怪我等の場合） 

 

 

保護者・家族等への対応 

 

 

関係機関等との連携 

 

 

損害賠償等の状況 

 

 

５ 

再
発
防
止 

今後の対応・再発防止策など 

 

 

 

 

 


